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N 務 no は，現在約五的 件 / 年の研究開発プロジェクトを 進める公的研究開発マネジメント 機関であ る・ 

これらのプロジェクトの 専門家等との 議論を踏まえつつ NEDO が策定し，平成 鴨 年度より立ち 上がっ 

た 技術評価システムにより 中間評価，事後評価，追跡調査。 評価等を行っている．こうした 取組みにより ， 

個々の案件について ，多くの評価報告書を 作成してきたが ，必ずしも得られた 教訓を次のプロジェクトに 
活かぜる様に 編きんできている 状態にはなかった． 

こうした問題意識の 下，過去の教訓に 学びっ つ ，プロジェクト 担当者がマネジメント 上の分岐点で 判断 

する際に参照する「 N 鰯 研究開発マネジメントガイドライン」が 作成された．そのコンセプトを 紹介 
するとともに ，その取組を 検証する． 

ぇ 。 はじめに 2,  ガイドラインのコンセプト 

日本のイノベーションシステムの 効率性を高める 上 ジメントのプロフェッ シ 

で ，政府 輯千ぅ 研究開発支援活動の 役割は少なくない   の技 律チ。 市 射向を撰 
特に産業技術政策の 中核的実 拓 機関としての 役割を担い。 し 。 「選択と集中」という 考え方の下，出口を 見据えた産 

実用化を俳 短 頭に置いた公的研究開発を 推進する 学宮の総力を 結集して， 的 且つ重点的に 事業に取り 

のような仕組みが 効率的に機能することが 重要であ る   組むとともに ，最新の動向を 踏まえた 

50 の千野 蛆 ． みぽ 。 企業がイノベーションを 起こす上で まえて加速，拡充，縮減中止などの 

                  選択肢の幅を 広げ。 その技術；，新製品に 適用で 曙 なく積極的に 取り組むこと ノ を基本理念として 打ち出 

きるか 否肋 、 の検討 れ幾 会を提供する 機能として高いがテン している   

、 ジャルを有していると 言える   しかしながら。 実際に公的な 立場から研究開発マネジ 

筆者らは，これまで ， のの中長期。 ハイリスクの メントを実施する 場合には，産学官連携 と 一口 @ こ 言って 

研究開発プロジェクトの 始まりから終わりまでの 業務 プ     知識探求を目指す 大学等の研究者，技術の 完成を目 

    特徴を踏まえつつ。 各活動 フ 指す企業の研究部門，事業化を 目指す企業の 事業部門と 

ニーズとそのレビュ 一ポイントを 体系的に明確 ィピ すると 。 関心を持った 様々な立場の 人材を束 

ともに，そのプロジエクトライフサイクルを 踏まえて 今 に 共通の目標。 スケジヱ一 ルに 沿って 

後 整備すべき総合的なマネジメントの 手法について 検討 事業を運営し ，段階的に存在する 死の谷を蒐服して レペ 

を行って来ている   難しさが存在する   

こうした検討等を 踏まえながら ， 酎軋 む Q において。 平 こうした問題意識の 下，平成㍑年度に 内 @ こ 至姜 茎 

no の研究開発マネジメントに 係る共 者 らを含めたタスクプオースが 結成され，次の 口的 コ 

、 ついて体系的に 整備するととも @ こ 。 新たな知見 によりガイドラインの 作成 力洋 了われた   

や 過去の反省を 蓄積。 共有する仕掛け」として「 

研究開発マネジメントガイドライン                                         ガイドライン 作成の目   研究開発マネジメ の プロフェジショナ ル に 

本稿では，このガイドラインのコンセプトについて ， の 0 が， 繍鼓 として 糸断羨は 効こマネジメント 

これまでの検討・を 踏まえながら 紹介するとともに ，その   ウ ハ ウ を蓄積し，その 能力を向上させていくた 

妥当性について 検証を行った   めの基本ツールの 確立 

翰 より具体的には ，以下の 8 点に集 ; 約 

  



ン 高度な研究開発マネジメント 機能の維持。 ついては，極力分かりやすく ，使いやれ、 ものにするこ 

向上 悶 KDO ミ ・ソションの 遂 午つ と る モット一に，まず。 プロジェクトのライフザイクル 

㌻ 新たな知見。 反省の体系的な 蓄積と共有 ( 弛 を 6 つのフェーズに 分類しチェックアンドレビュ 一の 

まない改善に 向けた議論の 土台構築 ) 時点を明確化した．その 上で， 図 1 に示すとおり ， 6 つ 

》 ト胞 90 の入木 榊請 成の特性への 対応 ( 出向者 の フェーズ毎に。 必要と ， 思われる指標としてチェック リ 

ストを示して。 プロジェクト 担当者が。 自らの立ち位置 

に応じて。 研究開発プロジェクトマネジメントを 実践す 

また，作成するガイドラインが 誰のために， f 剛調吏わ る 上で留意すべき 事項 ( 仮説 ) が明確に分かるものとし 

れるものなのかを 明ら 斜 こするべく。 次の通り 囲 宜賓 づ ている   

けコ を明確にした   チェックリストは。 A から までの抑の「チェック 

項目」をべ ー スにフェーズ 毎に構成され。 さらにフェー 

ガイドラインの 位置づけ ズに 応じて。 「チェック項目」をチェックするかどう ヵめ 

no のプロジェクト 担当者が，研究開発マネ 基準であ る「チェック 基幣 により補足している   

ジメントの各分岐点で 判断をしなければならな なお，プロジェクトのライフサイクルについては。 ガ 

い 時に参照すべき 教訓の ヂ一 タベース ( マニュア イドライン作成途上では ，実施段階を 毎年の自主点検と。 

ル ではない， ) 中間盲判 西悠年 プロジェクトの 場合。 3 年目 ) の 2 

藩 主に 9%D0 のプロジェクト 担当者が利用するこ つ め フェーズに分け ，全体で 7 つのフェーズとしていた 

輯 0 内の意， 思 決定の参考にもなる。 ) が ，同 2 フェーズで類似するチェックリストが 作成され 

たため，ガイドラインの 簡明性を損なうとの 判断から。 

こうした目的。 位置付けの で ，ガイドラインの 構成に 実施段階を一つのフェーズにまとめる 修正を行っている   

図五 ガイドライン 

  
  
  
  

  
  
  

  



インの作成に 着手する当初は ，それまでの 先 

行 研究をべ ー スとして。 プロジェク㌻ライフサイクルに 

照らしてチェックアンドレビューポイントを 明 

それぞれのポイントにおいて ラトヱッ クリス㌃を 

とした考えの 下に進める予定だった   

しかしながら ，その 作窟賄翻田 こついて，予め 

内の想定ユーザ 一であ るプロジ ヱタト 等 @ こ 意見を 

弗 0 の研究開発マネジメントを 画一的に 

定義することは 困難な ぽず 。 分野によって 違うのではな 

ストの根拠もなしに @@@@ ， し 

な 事例があ った方が。   

などの声が寄せられた。 

結果な 

な評鱗 

結剰こ 加えて。 実際のプロジェクト 運営から得られた マ 

ネジメント丑の 好事例や 老な ， 言 y,l ヵ ; 数多く含ま 

も これまで。 プロジェクト 担当者のために 分かりや ナ 

さんしてこなかった 実情も存在した   

絞ること 

べきこととしてい 

ことを通して 業務の効率化を 目指すこと 

④ チェックリスト 泣これまでの 

して積み上げられた 事例を通じ 

て論拠とすること 

を志向することとした。 

特に，チェックリストの 論拠とする事例については。 

以下を材料として 整理を試みた． 

ヒアリンバして 得た 

清報 

。 平成 13 年度以降実施している 延べ 2 

、 て 。 終了プロジ スク ㌃ 

。 示唆 : 「こうすれば 良レり 「こうしてはいけな レ ㌔ 

等 " 読み手に有用なメッセージを 示すこと   

する   

    専門外の読み 手が読んでも。 

付けを 待 つた。 こうして " 現場が求めたチェックリスト 

として。 事例のデータベース 化を図り ， 分かりや 

すいガイドラインの に 結びつげることとじた   

これらの取組 @ こより。 もとも 

化が出発点であ った筆者らの 開 

学 び 。 今後の運営 肛反釈 してい 

@% 則寸 かせる機能も ，ガイドラインに 付与す 勧 とも、 う 

形で。 の 蓄積と関連することとなった   

' 偶成 t8 年 3 月現在 
' 平成 毬 年 3 月現在 

一 1098 一 



。 。 緒 言 

は )  役職員の意識共有と 弛まない改善の 努力 

カイドラインは 実際に コ 0 役職員 @ こ 活用され。 

no における研究開発 ジヱク                             

実務に反映されることを 通じて，その 効榊ヒが 図られる 

ことが重要であ る。 そのため。 筆者らを含むタスクフ オ 

一 スメンバ一の 多くが所属している 金面。 言串 頭部署が申 

心となって，定期 蜘こ 説明会及びディスカッシコンの 機 

0 肉の意識共有を 図ることとしている。 

また。 日女 蓄 潰しても ぺ 新たな知見。 毅憲 H@@ 基 つき， 

事例の追加。 見直しや，必要 @ こ 応じた チヱソ タリス㌃の 

見直しを行 う など。 定期的なガイドラインの 更新を行っ 

ていくことが ，ガイドラインそのものの 利用価値を高め 

ていく上で必要であ る。 

こうした 敢 紐を通じ，プロジェクト 担当者の個人知に 

0 の研究開発マネジメントのノウハウ 

を 。 互いに共有し。 工夫を重ねていくためのコミュニテ 

ィ形成を図っていくことが 重要であ ると筆者ら ほ 考えて 

  
ほ }  ヱ一ザ 一の 言斬艇 

筆者らは。 上述の定期的説明会において。 ガイドライ 

ンの有効性等に 関するアンケート 調査を実施したところ ， 

表 2 の とおりの結果を 得た。 

姦吏 薄イ糾 ラインの 

現状の ガ，ダ ドラインの利用せ 囲 直 

そのままで 吋 協を役立つ   
少しの修正で 役立つ           役立たない           

ガイドライン 更新への協力 
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ガイドラインの 利用 ィ耐菖 こついては，「そのままで 十分 

役立つ」と「少しり 研修正で役立つ」を 併せて 

イドライン @ ま 役立つであ ろうとの見解を 示し 

から，今般作成したガイドラインの 有効 注は， 

ドライ 凶こ 対する提言，事例提供，ディスカッションへ 

の 参加を求めたものであ るが。 弘が協力を表明したの 

@ こ 対し。 ほぼ同水準の 蛆 払 げしたくない」「分からない」 

0 合憲 わは 協力する を 現時，点で持ち 得ていないこと 

が判明した。 

引き続き，ノラハ ウ の共有に向けたコミュニティ 形成 

の 努力が重要であ ることが分かった。 

(3)  今後の展望 

これまでの筆者らの 研究では，民間企業のオペレーシ 

" ン 手法を参考 .r しながら。 公的研究開発の 効率化を志 

向 してきた。 現よ 時点の                           ドライ、 ノ @ ま， プ ロ 

ジェクトマネジメントの 域に留まるものであ り。 今後 は 。 

複数のプロジ ヱク ㌻間のマネジメント ( プロバラムマネ 

ジメシ ㌃ ( ポートフォン オ 

関 との擬闘 に 向けたマネジ 

メントなどの 加味を通じて。 更なる公的研究開発の 効率 

化を実親して b 、 くこと 力 ; 肝要であ る． 

心高田和幸， 原 大周。 宇佐美織 佗   
                          ま商 楕十 画学会 

促進～産学の 叡智を結集して   
  Coo-                                 

"PAC 正一製品開発のスビー 轡ヒ 

できたものと 思われる 

  - 方，ガイドライ       更新への協力については ，ガイ 

  


